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2003年の夏以降、石炭価格はかっ
て経験したことのない高騰を示しま
した。豪州一般炭の代表的価格指標
であるBarlow Jonker Indexは、2004
年7月のピーク価格US$62.90から、
2005年11月にはUS$37まで低下した
ものの、それでも高騰前のUS$24程
度と比較すると高値感を拭い去るこ
とはできませんでした。現在は、
US$47台まで再上昇しております。
原油価格も1バレルあたりUS$60台
の超々高値が今や当たり前の水準と
して受け止められつつあり、エネルギー価格全体の
水準が大きく変化しようと致しております。石炭価
格についても、生産コストの上昇が大きく、もはや
新しい価格体系に移行しつつあると考えるべき状況
にあります。依然として中国をはじめとするアジア
諸国における石炭需要は拡大し続けておりますの
で、このままでは、これまで築いてきた我が国の石
炭の安定供給基盤が脅かされるのではないかと懸念
致しております。

我が国のエネルギー政策目標の重点は、「安定供
給の確保」と「地球温暖化対策の推進」にあります。
「安定供給の確保」に向けた対策として、天然ガス
利用の促進や、原子力が注目されてはいますが、石
炭も、わが国のエネルギー戦略上重要な意味を持っ
ており、更なる資源開発と、高効率化、クリーンで
経済性のある革新的な石炭技術の開発を推進してゆ
くことが必要となっております。

昨年の2月16日に「京都議定書」が発効し、「温室
効果ガス削減義務」を達成するための取り組みが進
められる中で、経済性があり、米国においても発電
分野の50%を越える石炭火力発電が、我が国では、
あたかもCO2発生の中心的な存在であるかのように
考えられているとすれば、石炭エネルギー分野とし
ては納得の出来るものではありません。CO2削減対
策は、「地球温暖化対策推進大綱」に沿って、経済
と環境の両立を目指して進められなければなりませ
ん。目標達成のためには、EORやCBM,CMMを視野
に入れたCO2の地下隔離・貯蔵のような、全ての化

石燃料を対象とする技術開発が
必要です。そして、京都メカニ
ズムにおけるCDM(C lean
Development Mechanism)、
JI(Joint Implementation )、
ET(Emissions Trading)を考慮し
た、戦略的な国際協力が重要に
なって参ります。CDMを対象
とする、途上国の環境改善への
技術協力や人材育成等の国際協
力が重要な課題であると考えて
おります。

今後とも石炭需要の増大が見込まれるアジア地域
へ、わが国のクリーン・コール・テクノロジーを積
極的に普及・展開し、グローバルなエネルギーの安
定供給と経済成長、環境改善に協力して行かなけれ
ばなりません。そして、このような石炭の開発から
利用までの一連の課題に対して最適な解決が必要で
あり、上流から下流までの総合的な展開が、一層、
当センターに対して求められる時代となっておりま
す。

JCOALは、統合のメリットを最大限に発揮して、
これまで培ってきたノウハウや機能を有効に活用
し、経済性、供給安定性という石炭の優位性を高め
つつ、石炭をさらに有効な資源・エネルギーとして
位置付ける活動を展開して参りました。これからも、
地球環境問題への対応をはじめとする、上流から下
流に至る、総合的な石炭関連の技術、情報を集積し、
これを会員企業はもとより、国内外の関係者に提供
するなどにより、我が国の優れたCCTを広く世界に
普及させ、エネルギー安定供給の確保と地球環境の
保全に貢献して行きたいと考えております。

最後になりましたが、経済産業省資源エネルギー
庁をはじめ、新エネルギー・産業技術総合開発機構
（NEDO）等の関係機関の皆様方のご指導と、会員
各社・各組織の皆様方のより一層のご協力をお願い
申しあげ、ご挨拶と致します。

統合一周年を
迎えて

（財）石炭エネルギーセンター　理事長　工学博士

安藤勝良
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クリーン開発と気候に関するアジア太平洋パートナーシップ
第1回閣僚会合結果について

経済産業省

クリーン開発と気候に関するアジア太平洋パートナーシップの第1回閣僚会合は、1月11日及び12日、豪州
のシドニーにおいて開催されました。本閣僚会合では、本パートナーシップの推進に向けた政治的意志が
確認されるとともに、8つの協力分野とそれぞれの協力の道筋を明らかにした行動計画などの文書が合意
されました。我が国は、8つの分野のうち鉄鋼とセメントの協力をリードするとともに、各分野の協力内
容としてエネルギー効率のベンチマーク（ベストプラクティスの比較と分析）を行うことを提案するなど、
議論に多大な貢献を果たしました。
1.参加国は、米国、豪州、韓国、中国、インド及び我が国を含む6ヶ国で、我が国からは、西野あきら経済
産業副大臣、小池百合子環境大臣他が出席致しました。
2.エネルギー及び環境を担当する閣僚に加え、6ヵ国の幅広い産業分野のCEOクラスも参加して、技術の開
発、普及、移転のための地域協力について幅広い議論が行われました。
詳細については以下の資料のとおりです。

要 旨
(1) クリーン開発と気候に関するアジア太平洋パー
トナーシップの第一回閣僚会合は、1月11日及び
12日、豪州のシドニーにおいて開催された。参加
国は、我が国をはじめ、豪州、中国、インド、韓
国、米国の6ヵ国。我が国からは、小池百合子環
境大臣、西野あきら経済産業副大臣他が出席した。
(2) 今次閣僚会合では、外務、エネルギー及び環境を
担当する閣僚に加え、6ヵ国の幅広い産業分野の
CEOクラスも参加して、増大するエネルギー需要、
エネルギー安全保障、気候変動問題などに対応す
るための地域協力について幅広い議論が行われ、
本パートナーシップが正式に立ち上げられた。
(3) 閣僚とCEOとの対話では、セクター別（産業分
野別）アプローチの重要性、実際の成果につなが
る具体的取組などについて、建設的な意見交換が
行われた。閣僚間の円卓会合では、CEOとの対話
の結果を踏まえ、本パートナーシップの推進に向
けた政治的意志が確認されるとともに、8つの協
力分野とそれぞれの協力の道筋を明らかにした行
動計画などの文書が合意された。今後は、協力対
象分野として合意された8つの分野のタスクフォ
ースが立ち上げられ、具体的な協力が始められる。
(4) これらの8分野は、6ヶ国のエネルギー消費、二
酸化炭素排出量（それぞれ世界の約半分）の約6

割を占めており、本パートナーシップの協力のポ
テンシャルは極めて大きい。なお、本パートナー
シップは、気候変動枠組条約と整合的であり、ま
た、京都議定書を代替するのではなく、補完する
ものとして位置づけられている。
(5) 我が国は、8つの分野のうち鉄鋼とセメントの協
力をリードするとともに、各分野の協力内容とし
てエネルギー効率のベンチマーク（ベストプラク
ティスの比較と分析）を行うことを提案し、かか
る提案は、作業計画に明記されるなど、議論に多
大な貢献を果たした。

Ⅰ.会議概要
(1) 日時：1月11日（火）～12日（水）
(2) 場所：豪州シドニー・フォーシーズンズホテル及
びガバメントハウス
(3) 参加者：我が国をはじめ、豪、中、印、韓、米の
6ヵ国から、外務、エネルギー及び環境の担当閣
僚が参加した。我が国からは、小池百合子環境大
臣、西野あきら経済産業副大臣他が出席した。さ
らに、民間より、参加6ヵ国の幅広い産業分野の
CEOクラスが参加した。
(4) 会議の目的
昨年7月に立ち上げに合意した本パートナーシッ
プについて、エネルギー、環境技術の地域協力の

～概要と評価～
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推進に政治的モメンタムを与えるとともに、官民
の対話を通じて具体的な協力分野、取組内容、作
業日程などに関し合意を得る。

Ⅱ.結果
1.ビジネス対話（閣僚とCEOとの対話）
(1) ビジネス対話では、本パートナーシップの下で行
う技術協力について、閣僚及びビジネス代表がそ
れぞれの見解を表明するとともに、エネルギー・
環境技術の開発・普及・移転を促進するための官
民の貢献について意見交換が行われた。
(2) 西野あきら経済産業副大臣は、本パートナーシッ
プに関する日本の見解として、セクター別（産業
分野別）アプローチの重要性、参加6ヵ国が持つ
省エネや二酸化炭素排出削減のポテンシャルなど
に言及した。さらに、協力対象分野のうち、我が
国が鉄鋼とセメントの協力をリードするとともに、
各分野の協力内容としてエネルギー効率のベンチ
マークを行うことを提案し、かかる提案は、作業
計画に明記された。
(3) 小池環境大臣は、最後に総括的な発言を行い、参
加閣僚及びビジネス代表からの様々な見解を踏ま
え、本パートナーシップを通じ、情報や経験の更
なる「共有」を図っていくことが重要であり、結
果として互いの利益や地球環境保全の目的の共有
につなげていくことの必要性を指摘した。
(4) 各国の閣僚からは、本パートナーシップへの強い
期待、民間参加の必要性、政治的な議論から実際
の行動、協力に移行し、具体的な排出削減を図る
必要性などが表明されるとともに、CEOからも多
数の発言があり、本パートナーシップへ積極的に
貢献しようという前向きな姿勢が示された。

2.閣僚円卓会合
(1) 閣僚間の円卓会合では、6ヶ国のパートナーが協
力して、増大するエネルギー需要、エネルギー安
全保障、気候変動問題などに関連した課題に対し、
技術の開発、普及、移転を通じて対処することの
重要性について、共通の認識がさらに深まった。
(2) 我が国からは、小池環境大臣より、地球温暖化対
策に対する我が国の積極的取組を紹介するととも
に、本パートナーシップへの期待として、エネル
ギーと気候変動問題の一体的対応、官民協力の意
義、大気汚染や廃棄物対策を含む持続可能な開発
への考慮について言及し、本パートナーシップを
京都議定書を補完する取組として、発展させてい
くことの必要性を強調した。

(3) 西野経済産業副大臣は、本パートナーシップが、
「行動」を中心とする真の官民パートナーシップ
となることへの期待を表明するとともに、我が国
は技術革新を通してエネルギー・環境の課題に対
応していること、日本が有する世界最高水準のエ
ネルギー・環境関連技術で積極的に貢献していく
考えであることを述べた。
(4) これまでの議論の成果として、閣僚円卓会合にお
いては、今次会合のコミュニケ、本パートナーシ
ップの枠組みを規定する憲章、8つのタスクフォ
ース(①よりクリーンな化石エネルギー、②再生
可能エネルギーと分散型電源、③発電及び送電、
④鉄鋼、⑤アルミニウム、⑥セメント、⑦石炭鉱
業、⑧建物及び電気機器）の協力内容を記述した
作業計画が合意された。

Ⅲ.評価
(1) 今次会合では、人口、GDP、エネルギー消費、二
酸化炭素排出量などで見て世界の約半分を占める
主要6ヵ国のエネルギー、環境担当閣僚と、幅広
い産業分野のCEOクラスの代表が一堂に会し、増
大するエネルギー需要への対応、気候変動問題な
ど、アジア太平洋地域が直面する課題の解決に向
けて対話を行った。ここでの検討は、地域共通の
課題に官民が協力して取り組むという歴史的に見
ても新しい試みの第一歩として位置づけられる。
(2) ビジネス対話では、エネルギー、環境関連の課題
において技術の果たす役割が重要であるとの共通
の認識の下、セクター別アプローチの重要性、実
際の成果につながる具体的取組、ベンチマークの
重要性、民間参加の意義と官民の役割分担、など
について、建設的な意見交換が行われた。
(3) 閣僚円卓会合では、ビジネス対話での議論を踏ま
えて、本パートナーシップの目的を実現する政治
的意志が確認され、本パートナーシップが正式に
立ち上げられるとともに、今後の協力を具体化し
た作業計画の合意という成果に結実した。
(4) 作業計画は、8つの協力分野を特定するとともに、
それぞれの分野でタスクフォースを立ち上げ、何
を目標にして協力を進めていくか道筋を明らかに
した。我が国は、鉄鋼とセメントのタスクフォー
スにおける協力をリードする意志を表明し、本パ
ートナーシップの目的達成に向けた努力に貢献し
た。
(5) 今後は、それぞれのタスクフォースにおいて、官
民の具体的協力が進められる。これらの8分野は、
6ヶ国のエネルギー消費、二酸化炭素排出量の約6
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1. 日本
【政府関係者】
環境大臣　　　　　　　　　　　　　　小池百合子
経済産業副大臣　　　　　　　　　　　西野あきら
外務省地球環境問題担当大使　　　　　　西村六善
【産業界】
<電力>
電気事業連合会副会長　　　　　　　　　桝本晃章
東京電力株式会社取締役副社長　　　　　服部拓也
<鉄鋼>
新日本製鐵株式会社代表取締役副社長　　関澤秀哲　
日本鉄鋼連盟専務理事　　　　　　　　　市川祐三
<セメント>
太平洋セメント株式会社代表取締役会長　木村道夫　
<電気機器>
松下電器産業株式会社顧問　　　　　　少 敬雄
日本電気株式会社特別顧問　　　　　　　　戸坂馨

2. 米国
【政府関係者】
エネルギー省長官　　　サミュエル・ボードマン
ホワイトハウス環境評議会議長　　　ジェームズ・

コノートン
国務次官　　　　　　　ポーラ・ドブリアンスキー　　
【産業界】
石炭、石油、電力、アルミ、セメント業界から7名
のCEOクラスが参加。

3. 豪州
【政府関係者】
首相　　　　　　　　　　　　　ジョン・ハワード
外務大臣　　　　　　　アレキサンダー・ダウナー
産業観光資源大臣　　　　イワン・マクファーレン
環境・文化遺産大臣 イワン・ゴードン・キャンベル
【産業界】
石炭、石油、再生可能エネルギー、電力、アルミ、
セメント、金融業界から12 名のCEOクラスが参加。

4. 中国
【政府関係者】
国務委員　　　　華建敏（ファー・ジャンミン）
（国務院秘書長、国家行政学院院長兼任）
国家発展改革委員会副主任　姜偉新

（ジァン・ウェイシン）
【産業界】
石炭、省エネルギー、電力、アルミ業界から 5 名の
CEOクラスが参加。

5. 韓国
【政府関係者】
産業資源部長官　　　　　　李煕範（イ・ヒボム）
外交通商部第二次官　　　李揆亨（イ・キュヒョン）
【産業界】
電力、鉄鋼、セメント、省エネ、プラント業界から
7 名のCEOクラスが参加。

6. インド
【政府関係者】
環境森林大臣　　　　　　　　　　　　　　ラジャ
【産業界】
石炭、石油、電力、鉄鋼業界及びその他の財閥・研
究機関から7 名が参加。

割を占めており、本パートナーシップの協力のポ
テンシャルは極めて大きい。我が国としては、本
パートナーシップが京都議定書を補完する取組と

して、実効ある成果を上げていくよう、産業界と
も密接に連携しつつ、最大限貢献していく。

クリーン開発と気候に関する
アジア太平洋パートナーシップ閣僚会合

各国出席者リスト
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クリーン開発と気候に関するアジア太平洋パート
ナーシップの第一回閣僚会議は、2006年1月11-12日
に、シドニーで開催された。
我々は、2005年7月28日にビエンチャンで発表し
たパートナーシップのビジョン・ステートメント実
施のために、その枠組を定める憲章を採択した。こ
のビジョンの中核には、開発と貧困撲滅の追及が緊
急に必要であるとの我々の信念がある。我々が共に
協力し合うことで、エネルギー需要の増大やそれに
伴う課題、たとえば大気汚染、エネルギー安全保障、
温室効果ガスの原単位といった課題により良く対応
することができる。
我々のエネルギー需要は、急速に伸びつつあり、
今後数十年間にわたる大規模な投資を必要とする。
我々は、再生可能エネルギー及び原子力が世界のエ
ネルギー供給に占める割合が増加していくことを認
識した。我々は、化石燃料が我々の経済を支えてお
り、現在の世代からその後にいたるまでこの現実が
持続することを認識した。このため、大気汚染物質
や温室効果ガス排出の問題に取り組む一方で、化石
燃料の使用を引き続き経済的なものとするクリーン
で低排出の技術の開発、実証、実施に向け、我々は
共に協力し合うことが極めて重要である。我々は、
このパートナーシップを通じ、より高いエネルギー
効率、より低い大気汚染と温室効果ガスの原単位を
もたらす有望な技術の普及に協力して取り組む。
エネルギー安全保障は、もう一つの重要な懸念で
ある。信頼性があり安価な幅広いエネルギー供給源
へのアクセスは、経済発展と改善された生活水準を
支え、エネルギー安全保障の主要な決定要因となる。
そのため、広範な化石燃料の温室効果ガス原単位を
削減する我々の努力は、我々全てに対して重要なエ
ネルギー安全保障上の利益を提供する。
我々は、気候変動をとりわけ重大な問題と考え、
意義ある行動をとることを長期にわたり約束する必
要があると考える。パートナーシップは、気候変動
枠組条約の下で我々が行う努力に整合し、それに貢
献するとともに、京都議定書を代替するものではな
く、これを補完する。
我々は、各国政府が実施しているクリーン開発と
気候に関する既存の国家プログラムやプロジェクト
について広範に検証した。各パートナーは、このパ
ートナーシップに重要な価値をもたらすことにな

る。また、各国政府は、パートナーシップのプロジ
ェクト及び活動に対し、真摯な約束を誓った。我々
は、民間部門をこの努力に極めて重要と考えており、
官民双方から、相当の資金、人的資源、その他の資
源を調達する。本パートナーシップは、可能な限り
最善の実施環境を準備することを通じ、国内外の投
資をクリーンで低排出な技術に振り向けることを目
指す。パートナーシップが発展するにつれ、我々は
パートナーシップの活動に対する投資が増大し続け
ることを期待する。
我々は、パートナーシップ作業計画を策定した。
これは、持続可能な開発を促進するために、我々の
民間部門、研究者社会及び政府部門の活力を利用す
る新しい手法を探求するものである。我々は、これ
らの課題に対処するために、各国経済の公共、民間、
研究部門における主要な専門家を結集する。また、
我々は、関連する事項として、国民の安全と健康を
確保する労働現場の安全性や技術に関する経験など
を共有する。
パートナーシップ作業計画は、我々の経済におけ
る発電部門および主要産業部門に焦点を当てる。
我々は、次の分野を対象とした8つの官民の分野別
タスクフォースを設立した。
(1)よりクリーンな化石エネルギー、(2)再生可能エネ
ルギーと分散型電源、(3)発電及び送電、(4)鉄鋼、
(5)アルミニウム、(6)セメント、(7)石炭鉱業、(8)建
物及び電気機器。
我々は、タスクフォースに対し、ベストプラクテ
ィスを改善すること、また、広範な技術を開発し繰
り返し実証することにより、規模の拡大とコストの
削減を図れるようにすることを指示した。
この点について、我々はそれぞれのタスクフォー
スに次の業務を依頼した:
●クリーン開発と気候に関して、各分野の現状を検
証する。
●どのように効率を向上させることができるかにつ
いて、知識、経験、良い実施の例を共有する。
●適切で、関連する既存及び新規の技術について系
統的な道筋を描く。
●協力に関する具体的な機会を特定する行動計画及
び可能な場合は野心的かつ現実的な目標を策定す
る。
パートナーシップ行動計画は変化するものであ

クリーン開発と気候に関するアジア太平洋パートナーシップ
第一回閣僚会議
シドニーコミュニケ
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り、タスクフォースが業務を具体化していく中で発
展していく。
パートナーシップは、先ずいくつかの特定の分野
に焦点を絞ることとした。ビジョン声明では、パー
トナーシップが発展していくにつれて、我々が協力
を探求していくこととなる輸送部門といった他の
様々な分野を詳述した。また、技法交流など、現在
のタスクフォースを越えてクリーン開発と気候を促
進する分野横断的な機会も存在する。この点につい
て、我々は、エネルギー監査プログラムとフォロー
アップのプロジェクトの開発及び実施に焦点をあて
た「アジア太平洋エネルギー技術協力センター」の

設立を前向きに検討する。我々は、将来の会合にお
いて、こうした他の関心分野と分野横断的な課題を
取り扱うとともに、我々の持続的開発とエネルギー
戦略を開発し実施する上での経験を共有する場を提
供する。
本パートナーシップは、気候変動、エネルギー安
全保障及び大気汚染といった深刻かつ長期的な課題
に持続可能な経済発展を支持するようなやり方で対
処するため、重要な国々のグループを結集した。
我々は、結集することで、地球規模のクリーン開発
と気候に意義ある貢献ができる。

我々、豪、中、印、日、韓、米の政府代表(以下、
パートナーと呼ぶ)は、2005年7月28日のビジョンス
テートメントに従い、本パートナーシップの目的は
気候変動枠組条約等の原則と整合的であり、また、
京都議定書を代替するものではなく、これを補完す
るものであることを想起しつつ、ここに、クリーン
開発と気候に関するアジア太平洋パートナーシップ
を立ち上げる。

1共有されたビジョン
パートナーは、開発と貧困撲滅が、国際的に緊急
かつ最優先の目標であると認識し、クリーン開発及
び気候の目的を進展させるため自主的に集った。

2.目的
本パートナーシップの目的は次のとおり
・現実に成果を得るための具体的かつ実質的な協力
を通して、各パートナーにおける、既存、新規、
長期間の費用効果があり、よりクリーンで、より
効率の良い技術及びプラクティスの開発・普及・
展開・移転を容易にするため、法的拘束力を有さ
ない、自主的な国際協力のための枠組みを創設す
る。
・そのような努力を支援するため、実行できる環境
を推進し作り上げる。
・国内汚染削減、エネルギー安全保障及び気候変動
の目的達成を促進する。
・クリーン開発の目標のため、相互に関連ある、開
発・エネルギー・環境・気候変動問題に取り組む
パートナーの政策手法を調査し、各国の開発及び
エネルギー戦略の発展・実施における経験を共有

するため、フォーラムを用意する。

3.機能
・各パートナーの政策手法について情報を交換す
る。
・各パートナーのクリーン開発戦略の開発・実行
関する経験を共有し、情報を交換する。
・既存及び革新技術の普及促進を実行できる環境を
構築及び創設する上で、障壁となるものを特定し、
評価し、その解決を図る。
・二国間及び多国間の協力活動を特定し、実施する。
・既存の二国間及び多国間のイニシアティブについ
て協調を促進する。
・協力の努力を強化する手段としての活動に、人的
能力及び組織的能力開発のための要素を組み入れ
る。
・パートナーシップでの協力活動に不可欠な要素と
して、民間部門の参画を図る。
・作業計画を策定し、実施する。
・進展状況を定期的に評価する。

4.組織
・本パートナーシップの実行を促すため、政策実施
委員会、管理支援グループを設立する。
・政策実施委員会は、本パートナーシップの全体枠
組、政策、手順を管理し、協力の進捗状況を定期
的に検討し、管理支援グループに指示を与える。
・管理支援グループは、パートナーシップのコミュ
ニケーションや活動における主要な調整役となる。
・政策実施委員会は、各パートナーの3名までの代
表で構成される。

クリーン開発と気候に関する
アジア太平洋パートナーシップ憲章(抜粋)
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5.資金調達
本パートナーシップへの参加は自主的な決定に基
づく。各パートナーは、それぞれの判断により、資
金面、人材面、その他の貢献を行う。

6.知的所有権
本パートナーシップの協力活動から生じる知的所
有権及びその取り扱いに関係する問題は、全て事例

ごとに対処されるものとする。

7.改正
政策実施委員会は、パートナーのコンセンサスに
より、本憲章及び附属書｢(参加国のリスト)を改正
することができる。

このパートナーシップ作業計画は、ボトムアップ
型の実際的な行動を通じて、参加国が共有する課題
を持続可能な形で解決するため、官民タスクフォー
スによる革新的なアプローチを定める。本計画は、
参加国の民間部門、研究部門、政府部門の力を結集
することが、パートナーシップ参加国の経済全体を
通した持続可能な開発という成果を生み出す最も効
果的な方法であると認識する。我々は、参加国の政
府部門、民間部門、研究部門から、我々が共有する
課題に注力するための主な有識者や指導者を結集す
る。また、我々は、労働現場での安全性や人々の健
康を確保するために役立つ技術等、関連する諸課題
に関する経験も共有する。
我々の作業計画は、各国経済の中でも発電・配電
部門及び主要産業部門に焦点を当てる。
我々は、次の分野を対象とする、官民による8つ
の部門別タスクフォースを共同で設置した:
(1)よりクリーンな化石エネルギー、(2)再生可能エネ
ルギーと分散型電源、(3)発電及び送電、(4)鉄鋼、
(5)アルミニウム、(6)セメント、(7)石炭鉱業、(8)建
物及び電気機器
各タスクフォースは、優先事項として、可能な旗
艦(「フラッグシップ」)プロジェクトや進捗を示す
関連指標を含む短期及び中期の具体的な行動を規定
する詳細な行動計画を策定する。
それらの行動計画は、できるだけ早く一可能であ
れば2006年中頃までに一政策実施委員会の検討に供
するために提出される。
とりわけ、我々は、タスクフォースに次の行動を
検討するよう求める。
●クリーン開発と気候に関する各セクターの現状を
レビューする。
●産業効率、エネルギー効率及び環境上の成果を更
に向上する方法について、知識、経験、優良措置

事例を共有する。これには、有用かつ実践的な短
期の行動を通してのものも含める。
●アジア開発銀行や世界銀行等の関連する国際金融
機関との協力の具体的な機会を特定する。
●技術について、コスト、性能、市場占有率、障害
の観点から現状を明確にし、コスト面及び性能面
における目標及びその目標を達成するために必要
な行動を特定する。
●可能な限り野心的かつ現実的な目標を特定する。

各タスクフォースは、パートナーシップ参加各国
において既に実施されている国内プログラム及び国
際協力取り決めを通じた広範な行動を基礎として作
業を進める。また、適切な場合には、現存するイニ
シアティブを活用し、我々の資源投入に対して最大
限の成果が得られる術を追求する。各参　加国が有
する技術革新及び最良の実施措置を改善するような
プロジェクト及び行動も、有用と思われる場合には、
域内の他の各国とリンクさせ、パートナーシップ全
体で貴重な経験を共有できるようにする。
これらの行動には、技術ベースの研究、パイロッ
トプロジェクト、実証・展開プロジェクト、技能強
化と交流、商業的な交流や情報交換(例、産業を中心
としたワークショップ、ハイレベルな政策対話)、最
優良事例を普及させるための措置などを含むことが
期待される。
パートナーシップの第一段階として、我々は、多
くの特定分野に焦点を当てることを選択した。ビジ
ョン・ステートメントでは、パートナーシップが発
展するとともに協力を探求するべく他の多くのセク
ター、例えば輸送部門や農業部門について詳述した。
我々は、関心のある他のセクター及び分野横断的な
問題についても今後の会議の中で取り組み、参加国
の持続可能な発展やエネルギー戦略の策定及び実施

クリーン開発と気候に関するアジア太平洋パートナーシップ
第一回閣僚会議

シドニーパートナーシップ作業計画
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における経験を共有するための場を準備していくこ
ととする。

よりクリーンな化石エネルギータスク
フォース
議長:オーストラリア
副議長:中国

石炭とガスは、パートナーシップ経済6力国すべ
てにとって、現在、そして今後も重要な燃料であり
続ける。石炭及びガス技術には、一連の重要な先進
技術が存在し、温室効果ガスの排出レベル、大気汚
染物質、その他の環境影響を大きく削減する可能性
を有している。これらの技術の中心となるものには、
CO2回収・貯留(CCS)に関係するもの及び補完的な
先進的発電システムに関係するものがある。また、
複合ガス化サイクル発電(IGCC)、オキシ燃料(酸素燃
料)、燃焼後回収(PCC)も含まれる。その他、超臨界
粉状燃料(PF)、石炭汚染物除去処置、ポリジェネレ
ーション、水素生産、炭鉱と廃棄炭鉱でのメタン回
収及び石炭ガス化・液化といった技術も、クリーン
な化石燃料の将来にとって重要な要素である。
新しい技術は、時間の経過とともにそのコストを
低下させることが良く知られており、パートナーシ
ップの主要な目的は、それらの技術開発や普及を共
同研究や継続的な実証を通じて加速することによ
り、コストを削減し、多様な入手可能かつ安価な低
排出技術の利用可能性を促進することである。この
点で、低排出型又はゼロ排出型発電を達成する機会
は、主要な技術を統合することにある。
これに加えて、液化天然ガスの供給に対する障壁を
特定し、それに対処する必要がある。アジア太平洋
パートナーシップ諸国では、高品質で安価な低排出
燃料の需要が急激に増加しており、この液化天然ガ
スは、この需要を満たすために必要な燃料である。

目標
s一連の既存の国内(そして他の国際的な)措置やイ
ニシアティブに則り、APPでのクリーンな化石エ
ネルギー技術開発プログラムを策定する。

sパートナーシップ諸国におけるCO2地中貯留の機
会を特定し、利用を促進する。

sアジア太平洋地域において、炭鉱・廃鉱メタンガ
ス及びLNG/天然ガスを回収する機会とその市場
の更なる開発を進める。

s教育、訓練及び技能移転等の技術支援イニシアテ
ィブを通して、パートナー諸国の研究開発基盤、
市場基盤及び制度基盤を整備する。

再生可能エネルギー及び分散型電源タ
スクフォース
議長:韓国
副議長:オーストラリア

水力(大規模及び小規模)、太陽光、地熱、風力、
潮汐といった再生可能エネルギーは、ほとんど排出
なしに電力を供給できる。分散型電源(埋立地廃棄物
メタンを利用した発電等)も、排出量を大きく削減さ
せ、コストや電力網効率を向上させる可能性がある。
再生可能エネルギーや分散型技術を広範に普及させ
ることは、エネルギー供給の多様性を高め、特に遠
隔地やグリッド境界地域におけるエネルギー安全保
障の向上や燃料リスクの軽減に貢献し得る。また、
中・小規模な利用に理想的なこれらのエネルギー資
源や分散型電源技術は、エネルギーサービスへのア
クセスを改善させ、雇用機会を増加させ、大気の質
や環境衛生を向上させることにより、貧困の撲滅に
も役立つ可能性がある。
多くの再生可能エネルギー技術の新しい特長とし
て、コスト競争力、技術的選択肢の認識、断続性及
び電力貯蔵の必要性等、これらの技術の利用に対す
る市場及び技術上の障害の可能性が指摘されてい
る。多くのパートナーシップ参加国では、現在、再
生可能エネルギーの広範な利用を拡大するため、こ
うした障壁の解決に取り組む作業が行われている。
システム設計やグリッドオペレーション等、技術設
計における進歩により、分散型公益事業の資金的実
現可能性が実証されつつある。更に、バイオディー
ゼルやエタノールといった代替燃料も将来的に大き
な環境利益をもたらす可能性がある。これらの代替
燃料も同様にコスト競争力を持ち、大規模な普及が
可能になりつつある。このタスクフォースは、この
ような最も有望な技術や用途について、とりわけ、
再生可能エネルギーや分散型電源用途がコスト競争
力を持ちうる農村部、遠隔地及び都市近郊部におけ
る応用に焦点を当てる。

目標
sパートナーシップ諸国における再生可能エネルギ
ーや分散型電源技術の実証及び普及を促進する。

s各国の開発上のニーズや再生可能エネルギーや分
散型電源技術、システム、実施方法を展開する機
会を特定するとともに、農村部、遠隔地及び都市
近郊部での応用を含め、広範な展開を可能にする
ために必要な環境も明らかにする。

s本パートナーシップの目標とする経済発展と気候
課題に貢献する分散型エネルギーシステムの資金
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的及び工学的利点を列挙する。
s再生可能エネルギー技術の研究開発、実施に関し、
本パートナーシップ参加国同士の協力関係を促進
する、これには、再生可能資源の特定、風力予測、
エネルギー貯蔵技術等の支援措置も含める。

s農村部及び都市近郊部の経済開発や貧困緩和を支
援するため、再生可能エネルギー及び分散型電源
技術を普及する共同プロジェクトを支援する。

sパートナー諸国がそれぞれの固有の必要性におい
て、再生可能エネルギーや分散型電源の適用可能
性を評価することが可能となるような潜在的プロ
ジェクトを特定する。

発電及び送電タスクフォース
議長:アメリカ
副議長:中国

電力の安定、安価な供給は、我々の経済成長に不
可欠な要素である。途上国においても極めて多数の
人々が電力を利用できるようになり、先進国の電化
が進む時代が到来することから、発電セクターは、
現在、そして今後も最大の排出源である。モデル研
究では、火力発電で世界最善の方法の導入を加速化
するだけでも、世界の排出量を2010年までに1,5%削
減し、大気汚染も軽減する。電力セクターで協力が
可能な分野としては、発電所での熱効率向上、燃料
転換又は複合燃料燃焼、電力市場の改革、送電ロス
率の削減、需要側管理(DSM)等が挙げられる。

目標
s開発や気候関連の諸課題に貢献する発送電及び需
要側管理技術の開発、普及するための実践的な行
動の機会を評価する。

sパートナーシップ諸国内での発電及び送電の効率
を改善する措置、技術及びプロセスの実証及び普
及を促進する。

sパートナーシップ諸国間において、そのような技
術やプロセスの研究開発に関する協力を強化す
る。

s他のタスクフォース(例えば、クリーンな化石燃料
エネルギー、再生可能エネルギー及び分散型電源、
建築物及び電気機器)の関連する目的との相乗効果
を慫慂する。

sパートナー諸国がそれぞれの固有の必要条件にお
いて、エネルギー供給原料の適用可能性を評価す
ることが可能となるような潜在的プロジェクトを
特定する。

sエネルギー市場や投資環境の改善により効率的な

エネルギー供給への投資を促進するための機会を
特定する。

鉄鋼タスクフォース
議長:日本
副議長:インド

アジア太平洋パートナーシップ加盟国は、世界の
鉄鋼生産量のほぼ50%を生産する。鉄鋼タスクフォ
ースは、パートナーシップ諸国で利用可能な最善の
技術及び環境管理システムの導入を促進し、リサイ
クルを推進する。このタスクフォースは、中国及び
インドにおけるオペレーションを初期の重点とし
て、既存及び新規技術の導入による温室効果ガスの
排出及び他の環境への排出を削減する機会に関し、
専門家の助言の提供を支援し、他の機会も明らかに
する。ここでの行動は、改善ベンチマークや報告の
確立、エネルギーや原材料の効率、技術開発及び展
開に焦点を当てる。

目標
sこのセクターに関連するベンチマーク及び性能指
標を開発する。

s鉄鋼技術における最優良事例の展開を促進する。
関連するパートナーシップ諸国の政府/研究部門
と鉄鋼産業に関連する組織との協力関係を促進す
る。

s鉄鋼生産におけるエネルギー利用、大気汚染、温
室効果ガスの排出量を削減するためのプロセスを
開発する。

sパートナーシップ諸国全体でのリサイクルを増加
させる。

アルミニウムタスクフォース
議長:オーストラリア
副議長:アメリカ

アジア太平洋パートナーシップ加盟国は、世界の
アルミニウム生産量の37%を生産する。アルミニウ
ム産業は最も急速に成長しているセクターの一つで
あり、特に途上国における急速な成長が著しい。こ
の産業は、既存装置の最善実施利用(特にPFC排出管
理)、最善の利用可能かつ安価な技術の導入(改良型
設備を含む)、新規技術開発及びその普及努力の継続、
リサイクル率の向上等により、コストを低減しつつ、
環境パフォーマンスを更に向上させることができ
る。参加国は、パートナーシップを通じて、最善の
実施方法を促進し、より多くの技術支援を提供し、
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利用可能で安価な最善の技術の展開を妨げる障壁を
特定することにより、自国の産業のPFC削減目標を
地球規模の目標に近づけ、エネルギー効率化や他の
CO2プロセスからの排出量を改善できる。

目標
s既存設備の最優良事例の活用により、現状のアル
ミニウム生産プロセスを向上する。

sパートナーシップ諸国経済全体で新しい最善のア
ルミニウム生産プロセスや技術の普及・展開を促
進する。

sリサイクルや性能実績等、セクター関連のデータ
を強化する。

sパートナーシップ諸国全体のアルミニウムのリサ
イクル率の向上を促進する。

セメントタスクフォース
議長:日本

パートナー各国は、世界のセメント生産量の61%
を生産する。このセメントタスクフォースは、パー
トナーシップ諸国における利用可能な最善の技術及
び環境管理システムの導入を促進する。これは、旧
式な技術(主に湿式キルンプロセス)の代替としての
乾式プロセス技術、省エネルギー技術、プロセス改
善、廃熱回収からの発電、低級一次燃料及び産業廃
棄物の混合プロセスの向上を導入又は転換すること
により行われる。このタスクフォースは、これらの
既存及び新技術の導入による温室効果ガス及び他の
環境への排出削減の機会に関し、専門家の助言の提
供を支援し、他の機会も特定する。

目標
sパートナーシップ諸国におけるセメント操業から
の温室効果ガス及び大気汚染物質の排出濃度を大
きく改善させるような省エネルギーかつクリーン
な製品を製造する技術の実証と展開を促進する。

sこのセクターに関連するベンチマーク及び性能指
標を開発する。

sエネルギー高効率なセメント、コンクリート建築
物、道路舗装材料を利用する途上国/新興経済国
におけるインフラ整備の機会を活用する。

石炭鉱業タスクフォース
議長:アメリカ
副議長:インド

パートナー諸国は、合計すると世界の石炭一次生

産量の約65%を生産する。石炭は、世界全体でもま
たアジア太平洋パートナーシップ諸国でも、最も使
用量の多い燃料源であり、今後数十年間、増加し続
けるものと見込まれる。石炭採掘・加工の効率改善
及び坑内メタンガスのモニタリング及び管理の改善
は、排出削減にも作業現場の安全性にも大きく寄与
する可能性がある。タスクフォースは、鉱山や休廃
止鉱山の再生利用及び復旧や最善の安全措置を促進
する。
石炭鉱業タスクフォースは、石炭加工プロセスの
改善や新しい石炭ベースの発電技術の開発において
相互作用を得るべく、クリーンな化石エネルギータ
スクフォースと協力して作業する。

目標
s炭鉱及び石炭加工における経済性や効率を改善で
きるような技術及び実施方法の導入を促進し、安
全性の改善と環境への影響緩和の努力を続ける。

s各国の国情に基づき、適切な場合には、効率性及
び排出濃度、炭鉱の再生利用の目標を策定する。

s適切な場合には、各国での再生利用活動の現状を
明らかにし、特に炭素貯留の機会を向上させるよ
うな表層採掘炭鉱の再生利用方法に焦点を当てつ
つ、表層採掘地の再生利用に関する最優良事例の
情報を交換する。

建物及び電気機器タスクフォース
議長:韓国
副議長アメリカ

参加国の建物及び電気機器によるエネルギー利用
低減は、一次エネルギー需要の低減に繋がるととも
に、経済効率とエネルギー安全保障を向上させ、温
室効果ガス及び大気汚染物質を削減するための主要
な手段である。パートナーシップ諸国は、かねてよ
り建物及び電気機器分野の省エネルギーに関する協
力の重要性を認識しており、既にこの分野で幅広い
二国間及び他の協調的行動を取ってきている。本パ
ートナー諸国は、極めて多様な電気機器分野におい
て、世界の生産能力の大半を占めることから、我々
は、地域的及び地球規模でこの分野の省エネルギー
を大きく向上させる可能性を有している。パートナ
ー諸国は、技術を実証し、省エネルギー監査に関す
る技能の強化・交流を図り、建物及び電気機器の標
準規格、コード及びラベル表示のスキームに関する
最優良事例について、経験や政策を共有する。
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目標
s既に広範囲な協調的行動がパートナーシップ諸国
間で行われていることを認識しつつ、更なる省エ
ネ機器の導入促進を支援するための協調的な枠組
みを利用する。

s建築資材や新規及び既存の建物におけるエネルギ
ー効率を向上させるため、最優良事例を促進する
とともに、技術や建築設計原則を実証する。

s省エネルギー型の建物及び電気機器の導入促進を
図る適切な枠組みを、持続可能な開発を支援し、
エネルギー安全保障を向上し、環境への影響を低
減させるようなより広範囲な国家的努力へと統合
することを支援する。

sエネルギー使用を効率化する実施方法や技術の実
施を制限する一連の障壁を体系的に特定し、対処
する。

タスクフォースの運営
タスクフォースの有効期間は、短期及び長期の行
動を含むその目的の達成度合に依存する。パートナ
ーシップ諸国は、クリーン開発と気候の他の側面に
ついても、将来、それを検討するタスクフォースを
共同で設置することを予定する。タスクフォースの
議長は、パートナーシップ諸国の政府高官とする。
各タスクフォースのメンバーは、政府部門、民間
部門及び研究部門の中から重要な専門家の参加を得
るべく招請され得る。

各タスクフォースは、政策実施委員会に対して報
告を行い、同委員会が各行動計画を検討するととも
に、どのプロジェクトを本パートナーシップの公式
なプロジェクトとして承認するか決定する。各パー
トナー国は、独自の判断に基づいて、個々のプロジ
ェクトへの参加を決定する。

政策実施委員会は、パートナーシップ非参加国が
参加することにより、タスクフォースの作業の効果
が高まる場合には、その参加を承認し得る。

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
以上は、平成18年1月12日に経済産業省が公表し
た資料を(財)石炭エネルギーセンター(JCOAL)にて編
集したものである。
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